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令和６年度大田区食品衛生監視指導の実施結果 
 

 大田区では、食品衛生法第 24条の規定及び［食品衛生に関する監視指導の

実施に関する指針］（平成 15年度厚生労働省告示第 301号）に基づき、食中毒

などの健康被害を防止し区民の健康を守るため、「令和６年度大田区食品衛生

監視指導計画」を令和６年２月に策定した。 

この計画に基づき、令和６年度に行った監視指導の実施結果を下記のとおり

取りまとめたので、同法に基づき公表する。 

 

記 

 

１ 主な監視指導事業 

（１） 食中毒対策 

   統計的に食中毒が多い生食食肉提供施設などの業種、食中毒が発生し

た場合に患者数が大規模になるおそれのある仕出し屋や集団給食などの業

種、また、違反食品の排除などのため重点的に監視指導する施設を重点監

視施設とし、立入回数を定めて監視指導を実施した。 

 また、食中毒を疑う通報を受けた際は、東京都や関係自治体と連携し

て、施設及び患者などの調査を実施し、被害の拡大防止、原因究明及び再

発防止に努めた。 

 

（２）流通食品等における対策 

   食品製造業者に対し、原材料及び期限表示の管理、食品添加物の適正な 

使用などについて監視指導するとともに、流通品の収去検査を行い、違反 

食品の発見及び摘発に努めた。また、輸入食品についても同様に、収去検 

査や輸入者への指導を行った。 

 

（３）食品の適正表示対策 

   食品添加物、アレルゲン、遺伝子組み換え食品などの食品表示法におけ 

る衛生事項について、適正表示の徹底を図るため、監視指導を実施した。 

 

２ 違反食品、不良食品などへの対応及び行政処分 

（１）違反及び不良食品などへの対応 

 立入検査及び収去検査によって違反及び不良食品などを発見した場合

は、以下のような措置を行った。また、原因が他の自治体に係る場合や、
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他自治体からの依頼調査があった場合は、関係機関と連携の上、対応し

た。 

ア 違反及び不良食品への対応 

   大田区内で実施した収去検査では、違反食品が１品目、不適正表示食

品が１品目あった。違反食品について、残品を全て廃棄したことを確認

し、始末書を徴取した。取扱改善後の再収去で適法を確認した。不適正

表示食品については管轄保健所へ通報し、改善を図った。また、不良食

品（大田区細菌指導基準を超える食品）は 43品目あった。これらの不

良食品については、汚染原因を究明し、再発防止の指導を行った。 

イ 苦情対策 

食品への異物混入や腐敗などに関する区民からの通報に対して、45件

の調査を行った。施設に立ち入り、原因の究明、改善指導など必要な措

置を行い、再発防止に努めた。 

 

（２）不利益処分及び違反等の公表 

不利益処分は食中毒４件に対して実施した。また、食品衛生上の危害の

状況などを明らかにするため、法第 69条の規定に基づき、違反者の名称、

施設名、違反内容など、期間を定めて区ホームページで公表した。 

 

（３）自主回収品への対応 

   食品衛生法第 58条の規定に基づく、事業者からの食品の自主回収報告

は、19件だった。これらに対し、回収状況及び回収後の廃棄などの確認

を東京都と連携して行った。 

 

３ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進 

食品等事業者に対して、監視時や衛生講習会において「HACCP に沿った

衛生管理」や HACCP に関する国際規格などを周知した。監視の際には、自

主管理の進捗度合いの評価やその施設に見合った具体的な助言を行うなど

し、自主管理の推進を図った。 

また、一般社団法人東京都食品衛生協会の自治指導員を通じて、自主的な

衛生管理に関する情報及び技術を食品等事業者に提供した。 

 

４ 区民・事業者・行政間の情報及び意見の交換（リスクコミュニケーショ

ン） 

（１）情報提供及び普及啓発 
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食の安全に関する健康危害情報や食中毒多発期の注意喚起を、広報誌、

ホームページ、保健所メール、大田区公式ツイッターなどにより情報提供

した。また、衛生講習会、街頭相談、パネル展を実施し、区民への食品衛

生知識の普及に努めた。 

 

（２）リスクコミュニケーションの機会の確保 

例年、食の安全・安心の確保のため、消費者、食品等事業者、行政の三

者が情報の共有化を図り、相互に理解し合うため、意見交換会を実施して

いる。令和６年度は、近年食中毒事件の病因物質で上位であるアニサキス

や区民からの関心が高い食中毒を考慮し、さかなに関する食中毒をテーマ

とした。それらに係る講義だけでなく、実際に寄生虫の観察をする体験を

併用し、意見交換の促進を図った。 

   また、「令和７年度大田区食品衛生監視指導計画」の策定に際し、パブ

リックコメントを実施した。 

 

５ 事業実績 

令和６年度の事業実績（数値）については別添のとおり。 

   また、食品衛生法改正（令和３年６月１日施行）に伴い、統計方法が一部

変更しております。 

 

※ 表１～表６中の項目「監視件数」について、令和６年度は立入延軒数から

立入延軒数で計上した。 

 

 

大田区保健所 生活衛生課 食品衛生担当 

〒143-0015 

大田区大森西一丁目 12 番 1 号 大森地域庁舎 6 階 

電話 03-5764-0697 FAX 03-5764-0711 



業種 施設数 新規 更新 廃業 監視件数

４年度 6,516 0 0 1,749 6,575

５年度 5,065 0 0 1,451 3,525

６年度 3,518 0 0 1,547 3,084

飲食店営業 2,770 0 0 1,056 2,118

喫茶店営業 66 0 0 194 32

菓子製造業 329 0 0 183 428

あん類製造業 1 0 0 0 1

アイスクリーム類製造業 54 0 0 17 48

乳製品製造業 9 0 0 2 13

乳類販売業 0 0 0 0 0

食肉処理業 21 0 0 2 15

食肉販売業 93 0 0 28 163

食肉製品製造業 9 0 0 2 13

魚介類販売業 76 0 0 32 140

魚肉練り製品製造業 1 0 0 0 2

食品の冷凍または冷蔵業 18 0 0 6 29

清涼飲料水製造業 0 0 0 0 0

氷雪製造業 1 0 0 0 1

氷雪販売業 0 0 0 0 0

食用油脂製造業 1 0 0 0 0

ソース類製造業 1 0 0 3 4

酒類製造業 1 0 0 0 1

豆腐製造業 3 0 0 1 6

麺類製造業 13 0 0 5 8

そうざい製造業 48 0 0 13 60

かん詰又はびん詰食品製造業 0 0 0 2 0

添加物製造業 3 0 0 1 2

表1　改正前食品衛生法に基づく許可業種別施設数と監視指導件数

※「「食品衛生法等の一部を改正する法律」の公布について」（令和3年6月1日付け）により、食品衛生法に規
定する許可業種の一部に変更が生じた。そのため、改正前後で別集計とした。

別添
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表2　改正後食品衛生法に基づく許可業種別施設数と監視指導件数

施設数 新規 更新 廃業 監視件数

3,072 1,612 0 114 3,571

4,364 1,440 0 148 3,043

5,588 1,379 0 155 4,032

飲食店営業 4,857 1,200 0 140 3,214

調理機能を有する自動販売機 50 15 0 3 16

食肉販売業 96 22 0 5 136

魚介類販売業 106 26 0 0 131

食肉処理業 18 3 0 0 17

菓子製造業 280 66 0 5 304

アイスクリーム類製造業 3 1 0 0 2

乳製品製造業 5 2 0 0 9

清涼飲料水製造業 5 1 0 0 3

食肉製品製造業 7 3 0 0 11

水産製品製造業 12 5 0 0 16

氷雪製造業 0 0 0 0 0

食用油脂製造業 0 0 0 0 0

酒類製造業 5 0 0 0 3

豆腐製造業 5 0 0 0 5

麺類製造業 17 2 0 0 21

そうざい製造業 101 26 0 2 127

複合型そうざい製造業 1 1 0 0 2

冷凍食品製造業 3 1 0 0 1

複合型冷凍食品製造業 2 0 0 0 1

漬物製造業 1 0 0 0 2

密封包装食品製造業 4 3 0 0 4

食品の小分け業 7 1 0 0 6

添加物製造業 3 1 0 0 1

業種

４年度

６年度

営
　
業
　
許
　
可
　
業
　
種

※「「食品衛生法等の一部を改正する法律」の公布について」（令和3年6月1日付け）により、食品衛生法に規定す
る許可業種の一部に変更が生じた。そのため、改正前後で別集計とした。

５年度
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施設数 届出件数 廃業 監視件数

3,688 728 495 1,728

4,014 546 200 1,099

4,499 676 191 1,274

魚介類販売業（包装） 143 1 12 37

食肉販売業（包装） 177 7 17 50

乳類販売業 719 8 29 150

氷雪販売業 8 0 0 0

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） 548 223 44 1

弁当販売業 119 18 5 28

野菜果物販売業 160 16 3 34

米穀類販売業 21 3 0 2

通信販売・訪問販売 9 2 0 2

コンビニエンスストア 350 22 7 97

百貨店 、総合スーパー 121 7 0 157

自動販売機による販売業
（コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）及び営業許可の対
象となる自動販売機を除く。）

322 73 23 6

その他食料・飲料販売業 1,124 199 38 324

添加物製造・加工業（法第13条第1項の規定
により規格が定められた添加物の製造を除く。）

3 2 0 1

いわゆる健康食品の製造・加工業 2 0 1 0

コーヒー製造・加工業（飲料の製造を除く 。） 73 17 1 11

農産保存食料品製造 ・加工業 3 0 0 0

調味料製造・加工業 24 7 1 15

糖類製造 ・加工業 0 0 0 0

精穀・製粉業 25 0 0 1

製茶業 7 1 1 1

海藻製造 ・加工業 27 2 0 5

卵選別包装業 0 0 0 0

その他食料品製造 ・加工業 25 8 0 3

行商 31 11 1 4

集団給食施設 353 38 8 334

器具容器包装の製造・加工業
（合成樹脂製に限る）

8 0 0 0

露店、仮設店舗等における飲食の提
供うち、営業とみなされないもの

3 1 0 0

その他 94 10 0 11

※「「食品衛生法等の一部を改正する法律」の公布について」（令和3年6月1日付け）により、営業の届出に関する
規定が新たに設けられた。

表3　改正後食品衛生法に基づく届出業種別施設数と監視指導件数

業種

４年度

６年度

営
　
業
　
届
　
出
　
業
　
種

旧許可
業種で
あった
営業

販売業

製造・
加工業

上記
以外の
もの

５年度
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年度 施設数 新規 廃業 監視件数

４年度 72 11 14 207

５年度 76 10 6 112

６年度 70 12 18 99

表5　食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づく営業許可施設数と監視指導数

年度 施設数 新規 廃業 監視件数

４年度 18 0 3 72

５年度 16 0 2 18

６年度 16 1 1 21

４年度 2 0 0 4

５年度 2 0 0 4

６年度 2 0 0 4

標準監視回数
(※1)

施設数
令和５年12月末時点

監視件数
令和７年3月末時点

4 21 65

3 23 53

2 87 104

2 598 829

2 10 5

2 405 592

2 273 400

2 39 39

2 134 157

2 358 540

1 747 779

1 315 497

1 74 99

1 192 292

1 192 271

3 7 18

3,475 4,740

※1  年間を通した目標回数　　
※2　同一メニューを1回300食以上又は1日750食以上提供する施設
※3　魚肉練り製品、アイスクリーム類（ハード）、食肉製品、そうざい、生菓子

※4　食肉、食鳥、豆腐、麺類、漬物、清涼飲料水、水産製品、乳製品、密封包装食品、冷凍食品、パン、あん類

表6　重点監視施設の内訳

　生食食肉提供施設及び焼肉

弁当・そうざい飲
食
店
営
業

仕出し屋（大規模）※2

集団給食施設（大規模）※2

　食中毒発生施設(前２年)

　集団給食施設
　（学校、保育園、病院、社会福祉施設）

計

業種

ふぐ取扱い施設

食肉販売業（包装品のみは除く）

製造施設※3

製造又は処理施設※4

　スーパー、デパート

　宴会施設（総席数60席以上）

魚介類販売業（包装品のみは除く）

生菓子

仕出し

　すし・すし弁当

届出食肉販売業者

業種

　ふぐ取扱所

表4　東京都ふぐの取扱い規制条例に基づく営業施設数と監視指導件数

業種

処理場
（認定小規模処理業者）
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表7　令和６年度に現場で発見した表示違反の内訳

無表示 食品添加物 その他

0 5 0

791 48 (0) 113 1 57 1

727 29 (0) 94 0 52 0

745 43 (1) 110 1 64 1

63 0 (0) 29 0 19 0

0 0 (0) 0 0 0 0

3 1 (1) 0 0 0 0

0 0 (0) 5 0 2 0

8 0 (0) 4 0 1 0

49 5 (0) 27 0 18 0

0 0 (0) 0 0 0 0

0 0 (0) 6 0 2 0

0 0 (0) 15 1 8 1

0 0 (0) 5 0 3 0

419 17 (0) 3 0 0 0

186 20 (0) 0 0 0 0

0 0 (0) 0 0 0 0

17 0 (0) 16 0 11 0

内訳 検査件数

４年度 1,874

５年度 1,652

６年度 1,018

表8　食品等の収去検査

5

現場で発見した
表示違反品目数 期限表示

0

表示違反の内訳

化学検査 輸入食品（再掲）

検体数
否又は不良

検体数 否又は不適 検体数
否、不適
又は不良

清涼飲料水

（）は否の再掲

４年度

５年度

６年度

菓子類

乳・乳製品等

品目

     細菌検査

アイスクリーム類

肉卵類及びその加工品

魚介類及びその加工品

野菜果物及びその加工品

冷凍食品

※　検査成績判定用語の『否』は、法令に基づく「食品等の規格及び基準」に違反するもの、『不適』は、法令に基
づく「表示の基準」に適合しないもの、『不良』は、「大田区食品細菌指導基準」に適合しないものを示す。

表9　現場簡易検査

調味料

穀類及びその加工品

そうざい

弁当類

おもちゃ・容器包装

その他
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腐敗変敗
虫 その他 異味異臭

45 9 3 2 3 10 8 10

46 8 8 1 7 11 5 6

45 2 12 1 3 10 2 15

6 0 3 0 2 0 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0

3 1 0 0 0 1 0 1

魚介類・加工品 2 0 0 1 0 1 0 0

野菜果物・加工品 2 0 1 0 0 0 1 0

冷凍食品 0 0 0 0 0 0 0 0

清涼飲料水 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 2 0 1

6 0 1 0 1 1 0 3

14 0 7 0 0 5 0 2

9 1 0 0 0 0 1 7

※その他の内訳：食品の取扱い、安全性への疑義、表示など

表11　令和６年度の食中毒・感染症関連調査件数・調査対象者数

食中毒関連

感染症関連

表12　食中毒発生件数・患者数

表13　令和６年度に発生した食中毒事件の内訳

発生日 原因物質 患者数

令和６年４月20日 １人

令和６年４月28日 ７人

令和６年６月７日 １人

令和７年１月１日 ７人

検査は、東京都健康安全研究センターに委託

94 件

22 件

施設 ※その他

４年度

弁当・そうざい

その他の食品

調査対象者数

86 名

19 名

カビ 有症

６年度

菓子類

乳・乳製品等

めん類

表10　苦情受付状況

品目 総数

調査件数

異物混入

５年度

食品以外

肉卵類・加工品

調味料

（3）件 （9）人（６年）

6件

（7）件

4件６年度

（５年）

原因施設

飲食店（すし屋）

2人

患者数

（４年） （1）件 （1）人

年度（年）

４年度

発生件数

2件

アニサキス

24人

（25）人

16人

５年度

飲食店（一般） カンピロバクター

魚介類販売店

飲食店（一般） セレウス菌

アニサキス
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表14　令和６年度の不利益処分状況

業種 事由 処分年月日

飲食店営業 食中毒 令和6年5月10日

飲食店営業 食中毒 令和6年5月21日

魚介類販売業 食中毒 令和6年6月14日

飲食店営業 食中毒 令和7年1月30日

※営業等の一部停止命令

表15　令和６年度の違反及び不良食品等の措置

違反食品等の数量確認及び廃棄確認 5 件

違反処理等（回収、流通調査） 33 件

違反処理等（大田区から他の自治体への調査依頼） 5 件

違反処理等（他の自治体から大田区への調査依頼） 10 件

対象 回数 参加人数

４年度 53 1,421人

５年度 58 1,678人

６年度 58 1,809人

事業者 46 1,484人

消費者 12 325人

表17  令和６年度の区民・事業者・行政間の意見交換

表18　保健所メールの配信状況

事業等

４年度

５年度

６年度

処分内容

食の安全・安心意見交換会 専門家に聞く！さかなの寄生虫、有毒魚のあれこれ 52 人

題名 テーマ 参加者

表16　食品衛生思想の普及講習会等

食品衛生パネル展示　  2回
手洗いキット貸出し　　 48件
区の広報誌　　　 　　　   6回
リスクコミュニケーション 1回

その他

営業停止（１日間）※

営業停止（３日間）

営業停止（１日間）※

営業停止（７日間）

保健所メールによる
情報提供

12回配信

12回配信

13回配信

年度末登録数

2,567

2,666

2,785
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